様式第２号（第２条関係）

固　定　資　産　税　課　税　免　除　申　請　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

中川村長　宮 下 健 彦　様

　　　　　　　　　　　　　（申請人）住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人においてはその名称及び代表者名）

　令和　　年度の固定資産税を、商工業振興条例第18条の規定により、下記のとおり課税免除してください。

記

１　事業所名称及び所在地

　　所在地

　　名　称

　　管理責任者

２　事業所の業種・主要品目及び新増設に伴う増加生産額

　　業　種　　　　　　　　　　　　　　増加生産額　　　　　　　　　　百万円

　　品　目

３　新・増設の区分

４　新・増設に係る工業生産設備の操業開始の日及びその属する事業年度又は年

　　操業開始の日　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　事業年度又は年　　　　　　　　　　　　　　　自　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　令和　　年　　月　　日

５課税免除を受けたい資産

	資産の種類
	取　得

年月日
	事業の用に

供した日
	特別償却適

用の有無
	取得価格

　(円)
	決定価格（課税標準額）

	
	
	
	
	
	特例が適用されないもの
	特例適用　分
	合　　計

	土　　地
	
	
	
	
	
	
	

	小　　計
	
	
	
	
	
	
	

	家　　屋
	
	
	
	
	
	
	

	小　　計
	
	
	
	
	
	
	

	償却資産

(機械及び装置)
	
	
	
	
	
	
	

	小　　計
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	


（備考）

　１　決定価格の特例適用分は、地方税法（昭和25年法律第226号）第349条及び第349条の２の規定により算定した価格とする。

　２　内訳明細書を別紙に記載して添付すること。

　３　特別償却適用とは、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第12条又は第45条の規定の適用をいうものであること。

